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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第109期

第２四半期　連
結累計期間

第110期
第２四半期　連
結累計期間

第109期
第２四半期　連
結会計期間

第110期
第２四半期　連
結会計期間

第109期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 275,589 377,550 153,651 191,174 619,449

経常利益又は経常損失（△）　（百

万円）
△9,901 8,521 △1,851 4,155 △6,167

四半期（当期）純利益又は純損失

（△）（百万円）
△11,762 4,591 △3,106 3,052 △13,281

純資産額（百万円） － － 103,276 101,731 99,815

総資産額（百万円） － － 303,127 325,456 312,686

１株当たり純資産額（円） － － 348.06 345.83 339.56

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は純損失金額（△）（円）
△43.89 17.13 △11.59 11.39 △49.55

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 30.8 28.5 29.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,346 7,107 － － 21,131

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△6,797 △9,240 － － △14,591

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
4,737 2,002 － － △3,427

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 10,399 13,200 14,064

従業員数（人） － － 14,997 15,557 15,119

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。　　　　　

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。　　　　　

　　　　３．第109期第２四半期連結累計（会計）期間及び第109期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

また、第110期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。　　　　　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

 

 

３【関係会社の状況】

　　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 15,557(3,882)

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 3,870(611)

　（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
   至　平成22年９月30日)

前年同四半期比（％）

 金額（百万円）　 　

日本 113,593 －

北米 36,638 －

欧州 16,473 －

アジア 35,354 －

　　　　　合計　　　　   202,059 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値であります。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは各納入先より生産計画の提示を受け、これに基づき当社グループ各社の生産能力を勘案して生産

計画を立てており、すべて見込生産であります。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
   至　平成22年９月30日)

前年同四半期比（％）

 　金額（百万円） 　

日本 103,971 －

北米 36,453 －

欧州 16,479 －

アジア 34,270 －

　　　　　合計　　　　　　　 191,174 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

        ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。　

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日産自動車株式会社 60,504 39.4 65,946 34.5

北米日産会社 15,399 10.0 24,958 13.1

東風汽車有限公司 16,512 10.7 20,601 10.8

　３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

 当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事

業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

　

　

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績

当第２四半期連結会計期間の新車販売台数は、米国では第２四半期としては金融危機前の水準にまでにはおよ

ばないものの、前年同期を上回りました。欧州では主要取引先の販売台数は前年同期を上回りましたが、円高によ

る為替影響でセグメント売上高は微減となっております。また中国においては依然好調で、第２四半期では前年

同期を上回る結果となりました。

また、日本における新車販売台数は、買い替え補助金制度の効果で好調に推移し、前年同期比13.7％増となり５

年ぶりに前年同期を上回りました。  

このような状況下において、当社グループはこれまで続けてきたコスト削減活動・コスト競争力の向上をさら

に加速させつつ、新興国市場でのビジネス拡大など、マーケット環境の変化に応じた数多くの施策に取り組んで

まいりました。更にモノづくりコストの削減活動として、部品点数の削減や購買・物流の改善活動に加え、取引先

と共同で、新車の企画段階から原価低減活動を進めております。

また、当社グループの主要製品の一つである熱交換器製品につきましては、９月に厚木工場での生産を終了し、

群馬工場を中心に統合するなど、需要に応じた生産能力の最適化、コスト競争力の強化を図っております。

　その結果、当社グループの売上高は、主要得意先の販売台数の増加により1,911億円となり前年同期に比較して

375億円（24.4%）の増収となりました。

　一方、利益面につきましては、台数増の影響及びグループあげての原価低減・固定費コストの削減活動等の効果

により、営業利益は47億７千万円となり、前年同期に比較して61億４千万円の増益となりました。また、経常利益

は、受取補償金の減少（当第２四半期連結会計期間は２千万円、前年同期は２億６千万円）、為替差損の増加（当

第２四半期連結会計期間は８億３千万円、前年同期は６億４千万円）等がありましたものの、支払利息の減少

（当第２四半期連結会計期間は６千万円、前年同期は１億９千万円）等の影響により、41億５千万円の利益とな

り、前年同期に比較して60億円の増益となりました。

　四半期純利益につきましては、特別損益において、構造改革費用の計上７千万円がありましたものの、減損損失

の減少（当第２四半期連結会計期間は１千万円、前年同期は８億４千万円）、貸倒引当金戻入額６千万の計上等

がありました。また、法人税等の増加（当第２四半期連結会計期間は７億１千万円、前年同期は２億７千万円）、

少数株主利益の増加（当第２四半期連結会計期間は２億３千万円、前年同期は少数株主損失１千万円）等の影響

により、30億５千万円の利益となり、前年同期に比較して61億５千万円の増益となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりであります。

　①日本

　国内においては、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は1,136億円と前年同期に比較し、201億円

（対前年同期比21.5%）の増収となり、営業利益は31億４千万円と前年同期に比較し47億７千万円の増益と

なりました。

　 ②北米

　北米地域においては、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は364億円と前年同期に比較し、113億円

（対前年同期比45.3%）の増収となり、営業利益は２億２千万円と前年同期に比較し13億３千万円の増益と

なりました。

　③欧州

　欧州地域においては、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は167億円と前年同期に比較し、19億円

（対前年同期比10.4%）の減収となり、営業利益は１億７千万円と前年同期に比較し３億９千万円の減益と

なりました。

　④アジア

　アジア地域においては、売上高（セグメント間の内部売上高を含む）は379億円と前年同期に比較し、119億

円（対前年同期比46.0%）の増収となり、営業利益は12億４千万円と前年同期に比較し４億１千万円の増益

となりました。

（資産）

　流動資産は前連結会計年度末に比べて236億８千万円増加し1,929億９千万円となりました。

　これは主として受取手形及び売掛金の増加(198億５千万円)、原材料及び貯蔵品の増加（30億１千万円）等によ

るものです。　

　固定資産は前連結会計年度末に比べて109億１千万円減少し1,324億５千万円となりました。

　これは主として機械装置及び運搬具（純額）の減少(50億７千万円)等によるものです。

（負債）

　流動負債は前連結会計年度末に比べて108億２千万円増加し2,038億６千万円となりました。

　これは主として支払手形及び買掛金の増加(119億１千万円)、短期借入金の増加（22億５千万円）及び未払費用

の減少（23億１千万円）等によるものです。

　固定負債は前連結会計年度末に比べて２千万円増加し198億５千万円となりました。
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　これは主として退職給付引当金の減少（９億６千万円）、その他固定負債の増加（７億１千万円）及び製品保

証引当金の増加(１億９千万円)等によるものです。

（純資産）

　純資産合計は前連結会計年度末に比べて19億１千万円増加し1,017億３千万円となりました。

　これは主として利益剰余金の増加（45億９千万円）及び為替換算調整勘定の減少（26億３千万円）等によるも

のです。　

（２）キャッシュ・フロー

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前年同期末に比べ

て28億円（前年同期末比26.9%）増加し、132億円となりました。

　営業活動の結果減少した資金は、５億円となり、前年同期に比べ92億円（前年同期は87億円の収入）減少しまし

た。

　これは主に、資金の増加要因として税金等調整前四半期純損益の利益の増加（68億円）、売上債権の増減額の減

少（70億円）等がありましたものの、資金の減少要因として仕入債務の増減額の減少（109億円）、たな卸資産の

増減額の増加（35億円）等があったことによるものです。

　投資活動の結果使用した資金は、44億円となり、前年同期に比べ16億円（前年同期は28億円の支出）資金使用が

増加しました。

　これは主に、有形固定資産の取得による支出の減少（８億円）はあったものの、貸付による支出の増加（20億

円）等があったことによるものです。

　財務活動の結果調達した資金は、34億円となり、前年同期の58億円の支出から当第２四半期連結会計期間は収入

となりました。

　これは主に、資金の増加要因として短期借入金の純増減額の増加（93億円）等があったことによるものです。　

（３）対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間における研究開発費は51億円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（５）財務政策

　当社グループは運転資金及び設備投資資金については、内部資金または日産自動車㈱のグループファイナンス

を中心に資金調達しております。グループファイナンスの活用で財務部門のスリム化と資金の効率的な運用を

行っております。

　当社グループは引き続き財務の健全性を保ち営業活動によるキャッシュフローを生み出すことによって将来必

要な運転資金及び設備資金を調達することが可能と考えております。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、国内の熱交換器製品等の生産拠点である厚木工場（神奈川県愛川町）の生

産を2010年９月に終了し、生産は群馬工場（群馬県邑楽町）を中心として統合しております。

当第２四半期連結会計期間末の当該工場の設備の状況は、以下のとおりであります。

提出会社 平成22年９月30日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類の名
称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び構
築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
(百万円)
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

厚木工場

（神奈川県愛川町）
自動車部品

自動車部品生産

設備
644 178

349

(128,569)
20 1,192

86

[13]

（注）１.帳簿価額のうち、「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２.従業員数の[  ]は臨時雇用者数であり、外書しております。　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

②【発行済株式】

種　　類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　　容

普通株式 273,241,631 273,241,631
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式

単元株式数は

1,000株でありま

す。

計 273,241,631 273,241,631 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行している。

①　平成16年６月29日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,667

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

　新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式　　　単元株式数は1,000株であります。

　新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,667,000

　新株予約権の行使時の払込金額（円）   一株当り                844

　新株予約権の行使期間
 平成18年７月１日～

  平成23年６月30日

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格 　　　　    　 844

  資本組入額　　　　    　422

　新株予約権の行使の条件

新株予約権者が、新株予約権の行使が可能となる日まで

当社および当社子会社等に継続して雇用されており若し

くは委任関係を保持していること。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職、転籍、その他正当な理由があると認め

た場合は、この限りではない。

その他の条件については、平成16年６月29日開催の当社

株主総会および平成16年９月28日開催の当社取締役会決

議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。

　新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

　代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）発行日後、次の①または②の事由が生ずる場合、行使価額は、それぞれ次に定める算式により、調整されるも

のとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。

 ①　当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・合併の比率

 ②　当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約

権の行使の場合を除く。）。

　

調整後行使価額＝

　

調 整 前

行使価額

　

×

既発行株式数＋
新規発行株式数×1株当たり払込金額

時　価

既発行株式数＋新規発行株式数
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②　平成17年６月29日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,716

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

　新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式　　　単元株式数は1,000株であります。

　新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,716,000

　新株予約権の行使時の払込金額（円）   一株当り                759

　新株予約権の行使期間
 平成19年７月１日～

  平成24年６月30日

　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額(円)

 発行価格 　　　　    　 759

  資本組入額　　　　    　380

　新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者（以下、新株予約権者とい

う）が、新株予約権の行使が可能となる日まで、当社およ

び当社関係会社等に継続して雇用されており若しくは委

任関係を保持していること。ただし、任期満了による退

任、定年退職、転籍、その他正当な理由があると認めた場

合は、この限りではない。

その他の条件については、平成17年６月29日開催の当社

第104回定時株主総会および平成17年11月25日開催の当

社取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締

結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

　新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要す

るものとする。 

　代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 （注）発行日後、次の①または②の事由が生ずる場合、行使価額は、それぞれ次に定める算式により、調整される

ものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。

 ①　当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・合併の比率

 ②　当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約

権の行使の場合を除く。）。

　

調整後行使価額＝

　

調 整 前

行使価額

　

×

既発行株式数＋
新規発行株式数×1株当たり払込金額

時　価

既発行株式数＋新規発行株式数

　

　 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年７月１日～　

　　平成22年９月30日
－ 273,241,631 － 41,456 － 59,638

 

 

EDINET提出書類

カルソニックカンセイ株式会社(E02157)

四半期報告書

12/35



（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日産自動車株式会社　 神奈川県横浜市神奈川区宝町２　 111,163 40.7

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海1丁目8-11　 29,643 10.8

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）　
東京都港区浜松町2丁目11番3号　 12,386 4.5

全国共済農業協同組合連合会
東京都千代田区平河町2丁目7番9号

　全共連ビル　
11,204 4.1

みずほ信託銀行株式会社退職給付信託

みずほコーポレート銀行口再信託受託

者資産管理サービス信託銀行株式会社

　

東京都中央区晴海1丁目8-12晴海アイランド

トリトンスクエア　オフィスタワー　Ｚ棟　
5,578 2.0

日本生命保険相互会社　
東京都千代田区丸の内１丁目6番6号日本生命

証券管理部内　
5,462 2.0

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口９）　
東京都中央区晴海1丁目8-11　 3,029 1.1

ゴールドマン・サックス・アンド・カ

ンパニーレギュラーアカウント（常任

代理人　ゴールドマン・サックス証券

株式会社）　

200 WEST STREET NEW YORK,  NY, USA

（東京都港区六本木6丁目10番1号　六本木ヒ

ルズタワー森タワー）　

2,888 1.1

ザ　チェース　マンハッタン　バンク　エ

ヌエイ　ロンドン　エス　エル　オムニバ

ス　アカウント（常任代理人　株式会社

みずほコーポレート銀行決済営業部）

　

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON   

　

EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都中央区月島４丁目16-13）　

2,884 1.1

モルガンスタンレーアンドカンパニー

インク（常任代理人　モルガン・スタ

ンレーＭＵＦＧ証券株式会社）　

1585 BROADWAY NEW YORK,  NEW YORK

10036, U.S.A.　

（東京都渋谷区恵比寿4丁目20-3 恵比寿ガー

デンプレイスタワー）　

2,865 1.0

合計 － 187,104 68.5

　（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　  29,643千株  

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　  12,386

 みずほ信託銀行株式会社退職給付信託みずほコーポレート銀行口

 再信託受託者資産管理サービス信託銀行株式会社　　　　　　　   5,578

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）         3,029

２．上記のほか、自己株式が5,223千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成22年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － 　　　　　　　　　－ 　                －

議決権制限株式（自己株式等） － 　　　　　　　　　－ 　                －

議決権制限株式（その他） － － 　                －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   5,223,000 　　　　　　　　　－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式　

完全議決権株式（その他） 普通株式 267,219,000 267,219 同上

単元未満株式 普通株式     799,631 　　　　　　　　　－ 同上

発行済株式総数 273,241,631　　　　　　　　　－                 －

総株主の議決権 　　　　　　　　　－ 267,219                －

　

　

②【自己株式等】

 平成22年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

カルソニックカンセイ㈱　
埼玉県さいたま市北区

日進町二丁目1917番地
5,223,000 － 5,223,000 1.91

計 － 5,223,000 － 5,223,000 1.91

　

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 307 304 302 272 265 283

最低（円） 259 237 255 231 228 230

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,225 14,068

受取手形及び売掛金 130,273 ※2
 110,415

商品及び製品 8,034 7,515

仕掛品 4,104 4,867

原材料及び貯蔵品 20,355 17,340

繰延税金資産 340 396

その他 17,039 15,288

貸倒引当金 △373 △574

流動資産合計 192,999 169,318

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 34,584 35,824

機械装置及び運搬具（純額） 49,910 54,989

土地 17,601 17,783

建設仮勘定 2,199 3,175

その他（純額） 10,002 13,083

有形固定資産合計 ※1、※2
 114,300

※1、※2
 124,855

無形固定資産

のれん 207 235

ソフトウエア 6,009 6,871

ソフトウエア仮勘定 335 308

その他 319 322

無形固定資産合計 6,872 7,737

投資その他の資産

投資有価証券 8,452 8,270

繰延税金資産 1,760 1,327

その他 1,073 1,183

貸倒引当金 △2 △7

投資その他の資産合計 11,284 10,773

固定資産合計 132,457 143,367

資産合計 325,456 312,686
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 117,235 105,324

短期借入金 57,259 55,004

未払費用 16,610 18,925

未払法人税等 1,507 703

工場再編損失引当金 163 810

その他 11,089 12,272

流動負債合計 203,866 193,039

固定負債

長期借入金 91 114

繰延税金負債 3,532 3,424

退職給付引当金 10,508 11,475

製品保証引当金 3,606 3,412

その他 2,120 1,405

固定負債合計 19,859 19,831

負債合計 223,725 212,871

純資産の部

株主資本

資本金 41,456 41,456

資本剰余金 59,638 59,638

利益剰余金 19,808 15,217

自己株式 △3,713 △3,712

株主資本合計 117,189 112,599

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 25 18

在外子会社土地再評価差額金 293 293

在外子会社未積立年金債務 △5,548 △5,270

為替換算調整勘定 △19,271 △16,632

評価・換算差額等合計 △24,501 △21,590

少数株主持分 9,043 8,806

純資産合計 101,731 99,815

負債純資産合計 325,456 312,686
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 275,589 377,550

売上原価 266,049 348,939

売上総利益 9,540 28,610

販売費及び一般管理費

運搬費 834 1,100

製品保証引当金繰入額 1,175 1,013

貸倒引当金繰入額 189 －

給料手当及び賞与 6,160 6,341

退職給付引当金繰入額 480 248

支払手数料 2,717 3,124

その他 7,388 7,530

販売費及び一般管理費合計 18,947 19,359

営業利益又は営業損失（△） △9,407 9,251

営業外収益

受取利息 117 90

受取配当金 87 79

受取補償金 284 27

為替差益 56 －

持分法による投資利益 159 461

デリバティブ収益 － 323

その他 389 371

営業外収益合計 1,094 1,353

営業外費用

支払利息 414 152

為替差損 － 1,690

デリバティブ損失 504 33

その他 670 206

営業外費用合計 1,589 2,082

経常利益又は経常損失（△） △9,901 8,521

特別利益

固定資産売却益 30 87

貸倒引当金戻入額 － 66

退職給付制度改定益 30 －

その他 5 15

特別利益合計 66 169

特別損失

固定資産除却損 108 143

構造改革費用 － 813

関係会社再編関連損失 94 －

減損損失 1,433 18

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 889

その他 149 184

特別損失合計 1,786 2,049

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△11,621 6,641
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

法人税等 805 1,657

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,984

少数株主利益又は少数株主損失（△） △664 393

四半期純利益又は四半期純損失（△） △11,762 4,591
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 153,651 191,174

売上原価 145,256 176,833

売上総利益 8,395 14,341

販売費及び一般管理費

運搬費 458 553

製品保証引当金繰入額 783 322

貸倒引当金繰入額 94 －

給料手当及び賞与 3,101 3,215

退職給付引当金繰入額 207 212

支払手数料 1,368 1,622

その他 3,750 3,638

販売費及び一般管理費合計 9,764 9,563

営業利益又は営業損失（△） △1,369 4,777

営業外収益

受取利息 63 40

受取配当金 0 76

持分法による投資利益 213 186

受取補償金 262 25

受託開発利益 180 2

デリバティブ収益 － 164

その他 115 198

営業外収益合計 835 694

営業外費用

支払利息 198 68

為替差損 644 839

デリバティブ損失 139 307

その他 334 100

営業外費用合計 1,317 1,316

経常利益又は経常損失（△） △1,851 4,155

特別利益

固定資産売却益 9 18

ゴルフ会員権売却益 3 －

貸倒引当金戻入額 － 62

その他 0 13

特別利益合計 13 94

特別損失

固定資産除却損 76 72

構造改革費用 － 78

関係会社再編関連損失 39 －

減損損失 844 18

その他 53 75

特別損失合計 1,013 245

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,850 4,004
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（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

法人税等 275 713

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,291

少数株主利益又は少数株主損失（△） △19 238

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,106 3,052
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△11,621 6,641

減価償却費 13,537 11,257

減損損失 1,433 18

貸倒引当金の増減額（△は減少） 63 △177

退職給付引当金の増減額（△は減少） △818 △996

製品保証引当金の増減額（△は減少） △236 364

受取利息及び受取配当金 △204 △169

支払利息 414 152

持分法による投資損益（△は益） △159 △461

投資有価証券売却損益（△は益） － △13

有形固定資産除売却損益（△は益） 84 126

売上債権の増減額（△は増加） △29,600 △23,418

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,217 △3,954

仕入債務の増減額（△は減少） 22,117 14,512

その他 1,474 4,041

小計 2,701 7,924

利息及び配当金の受取額 276 278

利息の支払額 △427 △164

法人税等の支払額 △1,204 △930

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,346 7,107

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △21 △23

有形固定資産の取得による支出 △8,654 △5,920

有形固定資産の売却による収入 181 498

無形固定資産の取得による支出 △597 △459

連結子会社株式取得による支出 － △1,428

投資有価証券の取得による支出 △5 △7

投資有価証券の売却による収入 － 16

貸付けによる支出 △126 △2,666

貸付金の回収による収入 2,291 811

その他 135 △59

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,797 △9,240

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,123 2,462

長期借入金の返済による支出 △247 △130

少数株主への配当金の支払額 △54 △15

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △1

その他 △83 △312

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,737 2,002

現金及び現金同等物に係る換算差額 370 △733

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △342 △864

現金及び現金同等物の期首残高 10,742 14,064

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 10,399

※1
 13,200
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 ①「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を適用

しております。

この変更による影響はありません。　

　 ②資産除去債務に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益が

889百万円減少しております。なお、営業利益及び経常利益に与える影響は軽

微であります。　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

　「貸倒引当金戻入額」につきましては、前第２四半期連結累計期間において特別利益の「その他」に含めて表示して

おりましたが、当第２四半期連結累計期間において、金額的重要性が増加したため、区分掲記することに変更しており

ます。

　なお、前第２四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は１百万円であります。　

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

　「貸倒引当金戻入額」につきましては、前第２四半期連結会計期間において特別利益の「その他」に含めて表示して

おりましたが、当第２四半期連結会計期間において、金額的重要性が増加したため、区分掲記することに変更しており

ます。

　なお、前第２四半期連結会計期間の特別利益の「その他」に含まれる「貸倒引当金戻入額」は０百万円であります。　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前

連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに

当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　　税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

　 294,624百万円 　 293,766百万円

　上記にはリース資産の減価償却累計額1,727百万円が

含まれております。

　上記にはリース資産の減価償却累計額1,871百万円が

含まれております。

※２．このうち担保資産

　担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営

において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められるものは、次のと

おりであります。　

※２．このうち担保資産

有形固定資産 1,454百万円 受取手形及び売掛金 110百万円

有形固定資産 2,530百万円

　 　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係

　　　　　　　　        （平成21年９月30日現在） 　　　　　　　　        （平成22年９月30日現在）

　 （百万円）

現金及び預金勘定　 10,425

預入期間が３か月を超える定期預金 △26

現金及び現金同等物 10,399

　 （百万円）

現金及び預金勘定　 13,225

預入期間が３か月を超える定期預金 △25

現金及び現金同等物 13,200

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　　　　　　273,241千株

２．自己株式の種類及び株式数

　　普通株式　　　　　　　　　5,223千株  

３．配当に関する事項

　当第２四半期連結累計期間において該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

　事業区分の方法につきましては、自動車部品事業の売上高及び営業利益の金額が、全セグメントの売上高の合計

及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を

省略しております。　

 

　前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　事業区分の方法につきましては、自動車部品事業の売上高及び営業利益の金額が、全セグメントの売上高の合計

及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を

省略しております。　

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

①　外部顧客に対する売上

高
86,67125,03418,57323,372153,651 － 153,651

②　セグメント間の内部売

上高
6,873 63 117 2,630 9,684(9,684) －

計 93,54425,09718,69126,002163,335(9,684)153,651

営業利益又は営業損失

（△）
△1,632△1,105 571 835 △1,331  (37)△1,369

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

①　外部顧客に対する売上

高
153,62544,84235,73641,384275,589 － 275,589

②　セグメント間の内部売

上高
11,782 118 134 4,22616,262(16,262)－

計 165,40844,96135,87045,611291,852(16,262)275,589

営業利益又は営業損失

（△）
△7,487△3,971 576 1,393△9,488  81 △9,407

　（注）１．国又は地域の区分の方法

地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米　：米国、メキシコ

欧州　：ヨーロッパ諸国、南アフリカ

アジア：東アジア、東南アジア諸国

３．消去又は全社は、消去によるものであります。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 欧州 アジア 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 26,249 20,625 25,037 71,912

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 153,651

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 17.1 13.4 16.3 46.8

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 欧州 アジア 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 47,055 39,358 44,340 130,754

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 275,589

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 17.0 14.3 16.1 47.4

　（注）１．国又は地域の区分の方法

地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域

北米　：米国、メキシコ

欧州　：ヨーロッパ諸国、南アフリカ

アジア：東アジア、東南アジア諸国及びオーストラリア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間（自平成22

年７月１日　至平成22年９月30日）　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分

の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社グループは、国内外で主として自動車部品を生産し、グローバルサプライヤーとして世界各国に製品を提供して

おります。当社のマネジメントにおける意思決定及び業績評価は地域別に行なわれており、各地域の地域長及び拠点長

がその責務を負っております。したがって、当社の報告セグメントは生産・販売体制を基礎とした所在地別のセグメン

トから構成されており、「日本」、「北米」、「欧州」及び「アジア」の４つを報告セグメントとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　（単位：百万円）

 日本 北米 欧州 アジア 合計
調整額
（注１）　

四半期連結
損益計算書
計上額

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 195,02484,72234,64063,161377,550 － 377,550

セグメント間の内部売上高 17,615 150 302 7,28625,354(25,354) －

計 212,63984,87234,94370,448402,904(25,354)377,550

セグメント利益（営業利益） 4,310 2,243 328 2,473 9,356 (105) 9,251

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

（単位：百万円）

 日本 北米 欧州 アジア 合計
調整額
（注１）　

四半期連結
損益計算書
計上額

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 103,97136,45316,47934,270191,174 － 191,174

セグメント間の内部売上高 9,707 21 276 3,70013,705(13,705) －

計 113,67936,47416,75637,970204,880(13,705)191,174

セグメント利益（営業利益） 3,145 229 174 1,248 4,798 (20) 4,777

（注）１．セグメント利益の調整額はセグメント間取引消去によるものであります。　

２．日本以外の各セグメントの区分に属する主な国又は地域

北米 ：米国、メキシコ

欧州 ：ヨーロッパ諸国、南アフリカ

アジア：東アジア、東南アジア諸国及び南アジア

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）

を適用しております。
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）　

　企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連

結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるものは次のとおりであります。 

　

 科目
四半期連結

貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円）　 差額（百万円）

 （1）デリバティブ取引（※）  63 63 －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（　）で示しております。　

　（注）金融商品の時価の算定方法

（1）デリバティブ取引　

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

　

　

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）　

　対象物の種類が通貨関連のデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該取引の

契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 

通貨関連　

区分 種類
当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 　
契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

　
　

市場取引以外の

取引

為替予約取引    　

売建    　

ＴＨＢ 9,642 110 110 　

 通貨スワップ取引             　

 売建             　

　 ＥＵＲ　 5,306　 △63　 △63　 　

 ＧＢＰ 6,796 16 16 　

合計 21,744 63 63 　

　（注）１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除外しております。

　　　　２．時価は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（賃貸等不動産関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）　

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、国内（神奈川県愛川町）において、遊休不動産（土地、建物及び構築物）を有しております。　

（２）賃貸等不動産の時価等に関する事項

　

四半期連結
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円）　

 994 4,593

（注）１．四半期連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま

す。

　　　２．当第２四半期連結会計期間末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額    345円83銭 １株当たり純資産額 　   339円56銭

２．１株当たり四半期純損益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △43円89　銭 １株当たり四半期純利益金額 17円13　銭

　（注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。また、当第２四半期連結累計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

　　　　２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額         

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △11,762 4,591

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△11,762 4,591

期中平均株式数（千株） 268,034 268,021

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－　

　

　

　

平成15年６月27日定時株主総会

決議による新株予約権

上記の新株予約権は、平成22年６

月30日をもって権利行使期間満

了により失効しております。　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △11円59　銭 １株当たり四半期純利益金額 11円39　銭

　（注）１．前第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。また、当第２四半期連結会計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

　　　　２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額         

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △3,106 3,052

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△3,106 3,052

期中平均株式数（千株） 268,033 268,020

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－　

　

　

　

平成15年６月27日定時株主総会

決議による新株予約権

上記の新株予約権は、平成22年６

月30日をもって権利行使期間満

了により失効しております。　
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（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

カルソニックカンセイ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古川　康信　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 賀谷　浩志　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 真鍋　朝彦　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋田　　毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカルソニックカンセ

イ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日

から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カルソニックカンセイ株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、当社が、独立監査人の四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月11日

カルソニックカンセイ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 古川　康信　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 太田　建司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 賀谷　浩志　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋田　　毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカルソニックカンセ

イ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日

から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カルソニックカンセイ株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認めら

れなかった。

　

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」会計処理基準に関する事項の変更②に記載のとお

り、会社は第１四半期連結会計期間より資産除去債務に関する会計基準を適用している。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、当社が、独立監査人の四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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